
政策２０ 消防防災体制の充実強化

国民の安心・安全の向上

基本目標 社会経済情勢の変化とこれに伴う地域社会の変化による災害の態様の複雑多様化など、消
防防災行政を取り巻く状況は、大きく変化しており、迅速な対応が求められている。このような
状況の中、総合的な消防防災行政を積極的に推進し、国民の安心と安全を向上させる。

国民の安心・安全の向上

地域における安心・安全の向上 大規模災害や武力攻撃事態等に
おける国民の安心・安全の向上

救急需要発生時の国民の安心・安全の向上 生活者・消費者の安心・安全の向上

消防団を核
とした住民等

行政による

行政と住民等が一体となった
地域の総合的な防災力の向上 国内の災害

の対応力の
向上
参考指標 自然災

諸外国で
の災害に
対する支
援体制の

有事の際の
国民保護体
制の確保

救命率の向上、予後の改善
指標：救命率の推移

身近な生活における火災等に
よる被害の低減
参考指標：出火件数、放火及び放火の疑いの
件数

とした住民等
による地域防
災力の強化
指標：消防団員数、
女性消防団員数、
女性消防団員を
採用している消防

地域防災力
の強化
参考指標：
市区町村地域防災
計画の阪神・淡路
大震災以降の修正
状況

参考指標：自然災
害による死者・行方
不明者数

援体制の
向上

制の確保

救急業務
の高度化
参考指標；高
度な救急救命
処置の実施状

消防と医療
の連携強化
参考指標：
救急出動件数の

一般市民
による応
急手当の
実施等

住環境
におけ
る火災
による
被害の

防火対
象物に
おける火
災による
被害の

危険物
施設に
おける
事故
件数の

消防団の

採用している消防
団の割合（都道府
県比較を含む）、自
主防災組織の組織
活動カバー率

災害時要援
護者の避難

状況

救助活動能力の
向上
参考指標：救助活動
件数

国際緊急
援助活動
の活動体
制の充実

処置の実施状
況の推移、消
防防災ヘリコ
プターによる
災害出動の
推移

救急出動件数の
推移、救急自動
車による現場
到着時間、救急
自動車による収
容時間（119番通
報から病院に収
容するまでに要

実施等
指標：心肺機
能停止傷病
者への応急
手当実施率
（救急現場に
おいて住民に
より実施され

情報伝達
体制の充
実
指標：市町村
防災行政無線

低減
指標：
住宅火災
による死
者数（放
火自殺者
を除く。）

低減
指標：防火
対象物定期
点検の実施
率の向上,特
定違反対象
物数の改善

件数の
減少

指標：危険
物施設に
おける事故
件数

消防団の
入団促進、
教育訓練
指標：消防団協力
事業所表示制度
導入市町村数
参考指標：消防

護者の避難
支援対策の
促進
参考指標：災害
時要援護者の
避難支援対策
の促進のため
の取組状況 消防の広域化の

緊急消防援助隊
の充実強化
指標：緊急消防援助隊
の隊数

制 充実
強化、国
際セミナ
ーの開催
参考指標：
国際緊急援
助隊への迅
速 効果的な

市民の救急
相談に応じる

救急業務
実施体制
の充実
指標：救急

般

した時間
より実施され
たもの）

防災行政無線
（同報系）の
整備率、
J-ALERTに
よる住民への
緊急情報の
伝達手段の
整備率

住宅防
火対策
の推進
（住宅防 危険物

防火対象
物の大規
模・複合
化を踏ま

団員の確保及び
活動環境の整備
に向けた取組状況

地域における
防災の担い手
の参加促進

公共施設等
の耐震化の
促進

の取組状況

消防救急デジタ

消防の広域化の
推進
参考指標：消防の広域
化の推進の環境整備の
ための取組状況

速・効果的な
対応体制の
向上のため
の取組状況
、我が国の
消防防災に
係る知見・技
術の国際的

傷病者の搬
送・受入れ
の実施基準
基づく搬送

相談に応じる
窓口の拡充

指標：救急
自動車に占め
る高規格の救
急自動車の
割合
参考指標：
救急隊員数
の推移、教育
練を

一般市民
に対する
救命講習
の充実
参考指標：救
命講習実施

整備率

国民保護訓練
の実施
指標：都道府県・
市町村における

身近な
事故情

（住宅防
火の普
及啓発
等）

危険物
施設に
おける
事故
対策

化を踏ま
えた防火
安全対策
の構築

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ・
ﾃﾞｻﾞｲﾝの観点

地域における総合
消防防災体制の充実

の参加促進、
防災教育の
充実

指標：防災拠点
となる公共施設
等の耐震率

消防救急デジタ
ル無線整備の
促進

術の国際的
な伝搬のため
の取組状況

救急救命体制 充実

に基づく搬送
・受入体制の
整備

訓練を受け
た救急隊員
の数

回数・救命講
習受講者数

下位レベルの施策

市町村における
国民保護訓練の
実施件数

身近な生活における

事故情
報の収
集・分析

等を踏まえた
防火対策の

推進

地域における総合
的な防災力の強化

消防防災体制の充実

（防災課） （応急対策室、消防・救急課、国民保護室、国民保護運用室、参事
官、防災情報室、消防大学校）

救急救命体制の充実

（救急企画室、応急対策室）

身近な生活における
安心・安全の確保

（予防課、消防技術政策室、危険物保安室、
特殊災害室、消防研究センター ） 20


